






経済研究所 / Institute of Developing


















































































2 アジ研ワールド・トレンド No.262（2017. 8）
暴力事件が大きな社会問題となり、法律改正や新たな
施策の契機となっている。同様に、インドでも、障害
がある女性はしばしば入所施設などで暴力にさらされ
ているとされ、2013年の刑事法改正法で、強姦やセク
シャル・ハラスメントに関する規定が盛り込まれた。
このように、従来、目を向けられず、不可視化され
ていた女性障害者に対する差別や暴力も、事件が起き
て、人権侵害の度合いが大きく社会問題として認識さ
れた場合には、権利侵害に対応するための法整備がな
されることがある。韓国やインドにおける刑法などの
改正は、まさに女性障害者の保護に焦点が当てられた
ものであった。しかし、逆にいえば、社会問題化され
るまで、女性障害者の複合差別の問題は、不可視化さ
れたままであるおそれがある。
障害当事者団体は、こうした現実を見据え、権利確
立に向けた戦略を立てているという。第3次アジア太
平洋障害者の10年や障害者権利条約の履行を促進する
ために、仁川で開催された、障害当事者団体の国際会
議において、韓国の障害者団体から報告された戦略は、
次のようなものであった。それは、誰の目からみても、
緊急に対処が必要な、明確かつ重大な人権侵害事件を
焦点化、可視化することで、女性障害者に対する性暴
力の禁止や救済を勝ち取るだけでなく、これによって
女性障害者の存在にスポットライトを引き寄せるとい
うものであった。
●多様な不可視化要因
女性でありかつ障害者である女性障害者は、女性施
策、障害者施策、いずれのなかでも埋没し、そうした
不可視化された存在が複合差別の問題を助長してきた
と考えられる。
不可視化を促している要因は多様であり、開発途上
国に居住することに関連した不可視化の要因も看取さ
れた。たとえば、女性障害者の一方の属性に関する女
性施策が急速に進展した場合、そこに女性障害者があ
らかじめ包摂されていなければ、女性障害者はその高
評価の影に埋没し、不可視化される問題が存在する。
フィリピンは、政府と女性運動がそれぞれ積極的に取
り組んだことで、ジェンダー問題が急速に改善した国
として評価されている。しかし、その取り組みのなか
には、障害者が包摂されなかったことから、女性障害
者の課題は女性施策の主流から外され、長らく不可視
化されてきた。
教育分野においても、ジェンダー平等や就学率につ
いての国際的な高評価は、やはりその影で、実際には
教育を受ける機会を奪われている多数の女性障害者を
不可視化する要因になっていることも判明した。バン
グラデシュでは、初等・中等教育におけるジェンダー
平等が達成されたと評価されている。しかし、実際に
は、女性障害者は、物理的なバリアーに加えて、通学
や校内での性的暴力の心配などから、教育にアクセス
できていない。女性障害者の未就学率が高かったとし
ても、国際的な高評価に関心が集中することで、見過
ごされてしまうのである。
●おわりに
持続可能な開発目標（SDGs）では、ミレニアム開
発目標（MDGs）とは異なり、当初から障害が包摂さ
れ、5つの目標の７つのターゲットにおいて言及があ
る。加えて、ターゲットが障害に言及している場合、
関連する障害指標の策定が必須となっている。しかし
ながら、開発における障害者の状況の全体像を把握す
るためには、すべての目標のなかで障害者が非障害者
と細分化されたデータとして整備される必要がある。
幸い、SDGs指標の最終リストの冒頭において、適切
である場合は、性別、年齢、障害の状況を含め、デー
タを細分化することが求められており、これが実現す
れば、女性障害者の可視化促進が期待される。
（こばやし　まさゆき／アジア経済研究所　新領域研
究センター）
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